平成２４年度　政務調査費　先進都市調査報告書
	会　　派　　名
	市民ネット・むろらん

	議　　員　　名
	佐藤　潤・小田中　稔・水江　一弘・児玉　智明・立野　浩靖

	調査実施年月日
	平成２４年１１月２１日（水）

	調査先　自治体名等
	宮崎県　延岡市

	調　査　項　目
	「地域医療を守る条例」について
「医療機関の新開業を促進するための補助制度」について

	調　査　目　的
	地方における医師不足が深刻している中、延岡市では「地域医療を守るための条例」を全国で初めて制定し、行政・市民・医療機関が一体となって取り組んでいることから、その経緯と現在の取り組み状況、効果等について調査すること。

本市の中でも特に蘭西地区では、人口の減少、高齢化とともに開業医も高齢化により閉院となっていることから、新開業を促進するための補助制度の内容や効果を調査すること。

	報告内容

実施したこと
	１　視察先（市町村）の概要

　人口：　１２９，４２５　人　（Ｈ２４．４．１現在）　　行政面積：　８６８．００　ｋ㎡

２　視察内容
（１）「地域医療を守る条例」について

　①　条例制定に至った経緯

　②　市民・行政・医療機関の役割とその取り組み状況

　③　効果について

（２）「医療機関の新開業を促進するための補助制度」について

　①　補助制度創設に至った背景・内容

　②　実績・効果について

	感想（まとめ）

本市へ生かせること等
	延岡市では、県立延岡病院において勤務医の減少による消化器内科等複数の診療科の休診、延岡市医師会病院においても内科医の減少に陥ったことや、救命救急センターでもある県立延岡病院の夜間・休日の救急患者数が、Ｈ５年2,842人だったものがＨ１９年には9,237人と３倍以上になり、宮崎県北部の医療が危機的状況となった。延岡市では、啓発パンフレットによる安易な時間外診療抑制などの住民啓発、救急診療の空白時間を解消するため、夜間急病センターと在宅当番医の時間診療の拡大など、初期救急医療体制の整備等により県立延岡病院の医師の負担軽減に取り組んでいたが、Ｈ２１年１月に県立延岡病院の医師６名が退職との報道。行政の取組だけでは限界であることから様々な活動に取り組む市民団体に相談し、署名運動等の市民運動がスタート。同年３月には医師確保めどが立ったが、コンビニ受診の明らかな減少など市民意識の変化、自らが行動しようという機運の高まり、医療関係者の努力など、今後も地域医療を守るためには、さらに市・市民・医療機関の総力を結集し、取り組みを継続することが必要とのことから条例制定に至った。

延岡市の地域医療を守る条例の基本理念は、地域全体で医療を守ることはもちろんのこと、市民自らが障害を健康に全うすること（健康長寿）の２本立てであり、また、医療崩壊地域というイメージの払しょく、全市を挙げて地域医療を守る取り組みをしていることを全国の意志に強いメッセージを発信することも目的の一つである。

具体的な取り組みとしては、「宮崎県北の地域医療を守る会」では、啓発のぼりの作製、市内保育所合同イベントでの啓発クイズ大会のほか、県立延岡病院を転出された医師への「感謝の手紙」、転入された医師に「歓迎の手紙」と市のガイドマップなど医師に感謝を伝える試みの実施、延岡市医師会では、消化管出血者や脳梗塞患者の輪番受け入れ態勢を構築した。

「医療機関の新開業を促進するための補助制度」については、日常の診療体制はもとより、夜間急病センターや日曜祝日在宅当番医制の運営維持のため、新規開業を促進し、医師の絶対数の増加を目的に創設したもので、原則として延岡市外の医療機関に勤務していた医師を対象とし、補助内容は、
1.新規開業奨励金　　

　500万円(開業時に1回に限り交付)
　※小児科を標榜し、乳児を含む小児の患者の診療を行う場合は1000万円
2.一般診療時間帯調整奨励金

(開業に伴い一般診療時間帯を午後7時までとする場合)　　

　100万円(開業時に1回に限り交付)　
3.雇用促進奨励金

(開業に伴い延岡市民である看護師等を新規に5人以上雇用する場合で、そのうち4人以上を常時雇用する場合)

　常時雇用する者一人につき年額20万円(開業時及び2年目の2回に限り交付)
4.夜間急病センター深夜帯診療奨励金

(延岡市夜間急病センターの深夜帯診療に従事する場合)

　2週間に1回の深夜帯診療につき200万円(開業時に1回に限り交付)
[補助対象期間]

　平成24年4月1日から平成27年3月31日まで
[協力義務等]

　補助金の交付を受けた医師は、延岡市夜間急病センターにおける準夜帯診療や休日当番医の協力が条件

となっており、現在２名の若手医師が新規開業し、来年に１名開業予定、現在４名が相談中であるとのこと。

　以上の取り組みから、県立延岡病院の夜間・休日診療の救急患者数はＨ２３年度には4,374人まで減少、休診となっていた診療科も再開や再開予定のめどが立ち始め、急病センターや在宅伊藤番制度の拡充により救急医療体制の空白時間帯が解消されたなどの効果が表れていた。

また、新たな展開として、平成２５年度までに臨時特例交付金を活用した地域医療再生のための事業（夜間急病センターの施設整備及び医師確保、延岡県立病院へリポート設置など）の実施、「地域医療を支える人材育成講演会」の開催、地域医療アドバイザーにより取り組みに関する指導や助言を受けるとともに全国への発信を依頼し、イメージアップにつなげることなどが進められていた。
　地方としてとして医療に比較的恵まれていた本市においても勤務医の疲弊や開業医の閉院などにより、地域医療の崩壊を招きかねない現状であり、市・市民・医療機関が一体となった地域医療を守る取り組みを展開し、条例制定の機運を高めること、また、開業医の減少が著しい蘭西地区において「医療機関の新開業を促進するための補助制度」の創設の検討早急に行うなど、本市として取り組むべき課題であることを強く感じた視察であった。



